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山本　敬晃

1．はじめに

　国際政治で見られるグローバル化への関心が高まるにつれ、この現象についての研究も増加してい
る 1。その注目度からもグローバル化は一つの学問分野となっている 2。特に経済のグローバル化は、
冷戦の終結という時代の変化とともに注目を集めた。経済をめぐるイデオロギー対立が終息し、「歴
史の終焉」という新しい現象としてとらえる議論があるほどであった 3。実際、1995 年には自由貿易
促進を主たる目的とする世界貿易機関（WTO）が発足し、2001 年には「社会主義国」中国も加盟し、
国際経済は文字通り世界全体を包括するグローバルな現象として拡大してきた。
　しかし、WTO の発足により経済のグローバル化はさらに進むと思われたが、2001 年に開始された
ドーハ・ラウンドは現在にいたるまで合意に至っていない。グローバル化は必然的に進むものではな
く、停滞する場合もあるのである。グローバル化が進む事例だけではなく、停滞する事例を考察して
こそ理解が深まるだろう。
　本稿の目的はどのような場合にグローバル化が進展するのかを明らかにすることである。これまで
のグローバル化に関する研究はグローバル化の流れを不可避なものであるとする見方 4 と、依然とし
て主要なアクターである国民国家を強調し、グローバル化に懐疑的な伝統論の見方 5 に分かれていた。
本稿はこうしたグローバル化の二つの見方を踏まえ、どのような場合にグローバル化が進展するのか
という条件を見出すアプローチからグローバル化について考察していく。
　こうした関心のもと、本稿では競争法のグローバル化を取り上げる。競争法は独占禁止法はじめ、
自由で公正な競争を維持するための規制であり、自由主義・市場経済体制を掲げる国家にとって必須
のものである。そのため冷戦終結後、競争法を定める国家が増加し、国境を越えた多国籍企業の経済
活動も盛んになるにつれ、WTO において国際競争法という統一ルールを制定する動きが出てきた 6。
しかし、この構想は途中で挫折する。WTO での議論はグローバル化が進んだ時代における試みで
あったが、発展途上国やアメリカの反対により議論が打ち切られてしまった。そもそも発展途上国は
自由主義市場経済を採用し、アメリカにいたっては競争法創始国ともいえる国であったにもかかわら
ず反対に回ったのであった。その理由として、アメリカの消極的な姿勢に加え、国内経済の差がある
先進国と途上国に同じ競争法を適用することの不都合や各国の競争法の違いなどが指摘されている。
　その一方、WTO での議論が打ち切られたのと同時期に国際競争ネットワーク（ICN）が形成され
ている。これはアメリカの主導で設立され、また発展途上国もメンバーになっている。WTO での会
合とは対照的に、ICN での議論を通じて競争当局間の国際的な協力が大いに進んでいる。競争法の
国際化の必要性は各国も認めているにもかかわらず、なぜ WTO では議論が打ち切られ、ICN では
国際協調が進んでいるのであろうか。この問いに答えることで、グローバル化の進む要因を分析する
ことが本稿の目的である。
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　以下、第 2 節では本論文の先行研究となるグローバル化に関する議論を概観し、その問題点を述べ
る。そして、WTO での国際競争法制定の失敗、ICN での協調を説明する本稿の分析視角を提示する。
第 3 節では競争法の域外適用をめぐる国際的な対立を検討し、それが国際競争法制定の試みへとつな
がる過程を述べる。第 4 節では WTO での国際競争法制定の過程を検討し、失敗の原因を考察する。
第 5 節では ICN 誕生について説明し、そこで国際的な協調が促進していることを示す。終節の第 6
節では全体の議論を総括するとともに、本稿の議論から今日の世界にいかなる含意が引き出されるか
検討する。

2．競争法のグローバル化をめぐる分析視角

2.1　経済のグローバル化
　東西ドイツの統一（1990 年）、ソ連の崩壊（1991 年）によって、旧ソ連や東欧諸国も市場経済・民
主主義体制へと移行し、アジアでも中国やベトナムなどの「社会主義国」も実質的な市場経済へと移
行した。このような経済のグローバル化の中心的な現象が企業の多国籍化である 7。主として先進国
の多国籍企業の伸長が今日の世界経済を特徴づけている 8。
　企業が多国籍化するということはその活動がボーダレス化するということである。国境に囚われな
い取引を行う多国籍企業にとって、各競争当局の実務の差異が大きくなればなるほど、不必要なコス
トを生じさせることになる 9。実務の不一致による負担を軽減するために、国際的な経済法の必要性
が高まることになる。しかし、国際的な競争法の必要性では一致しても、議論が進む場合と停滞する
場合がある。これを考察することが本稿のテーマである。

2.2　競争法の広がりと挫折
　自由市場経済体制を掲げる国家において、政府による介入を可能にする法令は経済法と総称される。
経済法は「競争法」と「統制法」の二種類に分類されるが、グローバル化する企業の活動を取り締ま
る法として問題になるのが前者の競争法である 10。競争法は事業者の活動が競争メカニズムの下で展
開されることを目的として、それを損なう事業者に対して政府が介入することである。競争メカニズ
ムを通じた間接的手法であって、このタイプの競争法は競争秩序維持法とも表現される。
　競争法の歴史は 1890 年にアメリカが取引制限行為と独占行為の禁止規定を有するシャーマン法を
制定したことに始まる 11。その後、自由主義市場経済体制を採用する西側諸国において競争法が制定
されていった。冷戦後の今日では旧共産主義諸国においても浸透し、現在では 100 を超える国・地域
で競争法が制定されている 12。
　このように競争法が各国に広がっていく中で、「国際競争法」ともいうべき統一法を制定しようと
する動きが出てきた。冷戦後、経済のグローバル化、相互依存が進展していく過程で、1993 年に国
際独占禁止法協定案（ミュンヘン・コード）が作成された 13。このミュンヘン・コードが関税及び貿
易に関する一般協定（GATT）の事務局に提出され、多くの国の注目を集めた。この議論は GATT
の後身である WTO へと引き継がれていく。
　しかし、WTO での国際競争法制定の試みは議論が打ち切られてしまう。その原因は途上国の反対
や競争法先進国ともいえるアメリカの消極的な姿勢にあった。ただその一方、WTO での議論が挫折
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したのと同時期に、ICN という枠組みでの交渉が開始されている。議論の内容は異なるが競争法に
ついて議論する場において、ICN では目立って大きな対立は起きていないだけではなく、国家間の
調整が進んでいる。
　経済のグローバル化により国際競争法が必要とされている中、なぜ WTO での試みは失敗したのか。
他方、ICN という場では議論が進展し、国家間の対立は起きていないのはなぜなのか。国家間の交
渉を行う場の違いによって結果は大きく変わってくるのである。このテーマを考察することで、グ
ローバル化はいかにして進展していくのかという点を明らかにすることができると考える。
　この点を踏まえた上で、競争法をめぐるグローバル化の経過は理論的にどのように説明することが
できるだろうか。本稿の問題の所在を明らかにするためにグローバル化を捉える分析視角から検討し
てみたい。

2.3　グローバル化を捉える分析視角
　グローバル化を分析する主な理論的枠組みとして二つのアプローチがある 14。一つはグローバル化
の流れを不可避なものとみるグローバル論であり、二つ目は国際政治の中心的アクターは国家であり、
グローバル化に懐疑的な見方をする伝統論である。この二つの主張を検討しながら、議論を進めてみ
たい。
　一つ目のグローバル論はグローバル化が進むことにより、国境の重要性は低くなると考える。さら
に国家間の差異や自律性も弱まり、均質な文化と経済が生まれていると指摘する。また、グローバル
論者はグローバル化の進度に応じて新たな構造が現れ、そこで形成されるルールによって国家や組織、
人々の活動が左右されるという。グローバル化は必然的な現象であり、これに抵抗しようとする試み
は挫折することになる 15。
　この視点からは WTO が国際競争法制定のための交渉の場を提供しているのであれば、その試みは
十分に成功することが予想されよう。しかし、既に述べたように、WTO での議論は頓挫したので
あった。WTO は期待を形成する枠組みも情報も提供していたのにである。グローバル化が進んだ時
代でも失敗したのはなぜなのだろうか。
　これに対し伝統論はグローバル化そのものに懐疑的である 16。グローバル化を新しい現象であると
捉えることは誇張でしかなく、むしろ過去との連続性を指摘し、依然として国民国家が主要なアク
ターであることを強調している。この見方は国際政治学の中心的な理論といえるリアリズムと重なる。
リアリズムによれば、国際政治の独立した国家同士がパワーを求めて争うため、国際関係は協調では
なく敵対的関係に基づいて形成される 17。
　確かに WTO での交渉の決裂はグローバル化に関する伝統論、広くはリアリズムの見方で説明でき
るかもしれない。しかし、どの国も競争政策の国際的な協力が必要ということには合意があり、協調
を模索していたのである。実際、WTO での議論に代わる ICN では利害の調整が進んでおり、この
点をリアリズムの見方から説明することはできないであろう。つまり、伝統論の想定とは異なり、少
なくとも競争政策の国際的な協調の議論においては国家間関係が対立的であったわけではない。検討
すべきはなぜ WTO での交渉は失敗し、ICN では議論が進展したのか、という問題であろう。なぜ、
WTO では協調できなかったにも関わらず、ICN では国家間で協力できたのであろうか。
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2.4　国際協調における国家主権の重要性
　ここまで考察してきたように、グローバル化に関する既存の視点では WTO での失敗と ICN での
成功を十分に説明することができない。これまでの議論を踏まえ、本稿は国家主権を尊重した上での
利害調整がグローバル化の実態であるという議論を展開する。WTO はマラケシュ協定（Marrakesh 
Agreement）という条約で設立された正式な国際機関であるため、ルールの拘束力が強化されてい
る 18。したがって、WTO で決められた競争法に加盟国は拘束されることになる。WTO で競争法が
議論された当時、途上国のほとんどは競争法を自国で制定していなかった。そのため、自国の法律も
ないにもかかわらず、WTO で決められたルールに従うことになるので、途上国は反対したのであっ
た。また WTO での国際競争法の議論は欧州連合（EU）を中心に展開されていたため、その内容が
異なる競争法を持つアメリカはこれに反対していた。WTO の紛争処理ルールの適用によって自国の
法律とは違うルールに縛られることになってしまうからである。実際にアメリカは WTO での国際競
争法制定の議論に消極的であったが、その動きに対抗するかのように ICN を設立した 19。
　しかし、ICN は必ずしもアメリカの意向を他国に強要するものではない。ICN は競争当局間の意
見交換の場（フォーラム）を提供することを目的としており、事務局を置かずにあくまでも各国の競
争当局が運営を行う拘束力のない枠組みである点が特徴である。拘束力がないため、自国に不利益な
ルールであれば従う必要がない。こういった国家主権を侵害しない仕組みであれば、競争法を持たな
い途上国も参加しやすくなるだろう。実際に、ICN には多くの途上国が参加しており、自国の競争
法制定のためのキャパシティ・ビルディングも積極的に実施している。また ICN はアメリカ主導で
設立されたものであったとしても、アメリカと異なる競争法を持つ EU も参加している。それは EU
諸国も競争当局間の調整による紛争の回避を期待して参加しているのである。
　グローバル化は異なる国家の慣習を調整するフォーラムとして展開されるのではないか。主権を残
したままグローバル化は展開するという、グローバル論、伝統論の両者の視点を踏まえた理解が必要
なのではないだろうか。本稿は国境を越えて活動する企業の反競争的行為を規制する競争法を例に、
グローバル化が進んでいく実態をこの視点から考察する。次節では競争法のグローバル化の過程の具
体的事例を分析していく。

3．競争法の域外適用をめぐる対立

　競争法がグローバル化する経済活動において注目されてきた理由は、自国競争法の域外適用
（extraterritorial jurisdiction）の問題に関してである 20。企業の事業活動が国境を越えると競争も国
境を越える。国際競争法が存在しない状況では、各国は自らの競争法を適用することになる。この場
合、国外の行為に対して、どこまで適用できるかという国家管轄権の問題、すなわち各国が競争法の
域外適用を行うことは、外国の国家主権（外国主権）に抵触するおそれがある。
　この国家管轄権に関して、国境を越えて活動する事業者を競争法の規制対象にすることができるか
という実体管轄権の問題がある。これは「属地主義 21」と「効果理論」の対立と呼ばれるものであ
る 22。この二つの考え方の対立において、アメリカ、EU ともに効果主義を採用しているため、それ
ぞれの競争法の域外適用が国家主権の侵害とみなされる問題が起こった 23。そもそもこの効果理論と
は何であるのか、またアメリカはいかなる理由から効果理論を採用するようになったのか。以下では
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その歴史的背景を含めつつ検討してみたい。

3.1　アメリカに対する反発
　1930 年代及び 1940 年代に国際カルテル事件が急増した 24。そういった状況の中で、アルミニウム
新地金の製造と販売を独占していたアルコアがシャーマン法に違反しているとされた 1945 年の判決
において（アルコア事件判決）、ラニード・ハンド（Learned Hand）判事が「外国人の外国で行った
行為に対しては、それがアメリカに効果を与える意図の下になされ、かつ現実に効果を生じている場
合には、その行為に対してアメリカのシャーマン法を適用しうる」と判示し、その域外適用を認め
た 25。これが「効果理論」である。第二次世界大戦後、競争法は世界に広がっていったのであるが、
アメリカの効果理論に基づく域外適用の事件が増え、他国との摩擦を生むようになった 26。
　数々の海運事件訴訟を通じてこの問題は表面化していたが 27、特に 1976 年のウラニウム国際カル
テル事件を契機として、イギリス、カナダのオンタリオ・ケベック両州、オーストラリア、スイス、
フランス、フィリピン、南アフリカなどで、アメリカからの文書提出命令に従うことを禁ずる趣旨の
対抗立法（blocking statute）が設けられた 28。例えばアメリカの域外適用に強く反対していたイギリ
スは 1983 年のレイカー航空訴訟において、対抗立法に基づく命令を発し、事業活動を行っているす
べての者に対して、アメリカの反トラスト法に基づく措置に従うことを禁止した 29。さらにオースト
ラリアとカナダの両政府は一定の条件のもと、自国の企業が外国判決により支払った損害を回復でき
る内容の法案を提出し、アメリカ政府に圧力をかけた 30。
　こうした外国の反応もあって、アメリカも自国の銀行と企業が外国において関与する紛争を取り
扱ったティンバレン事件について、第 9 回巡回区控訴裁判所が提示した「管轄権の合理の原則」を採
用し、効果理論の適用範囲を制限した 31。しかし、アメリカの裁判所は 1993 年のハートフォード火
災保険会社事件で再度、域外適用を積極化する姿勢を示した。この事件では最高裁が改めて 1945 年
のアルコア判決の前記要件を確認するとともに、外国事業者は反トラスト法と当該外国法の両方の影
響下にあり、両法間に衝突がない限り、国際礼譲に基づき域外適用を抑制する必要はない方針を示し
た 32。
　このように、効果理論に基づくアメリカの競争法の域外適用に他国が対抗立法による措置を取ると
いった国際紛争が見られた。さらにヨーロッパでも欧州司法裁判所は 1988 年のウッドパルプ事件判
決を契機に、企業結合について実施理論ではなく効果理論に基づく管轄権を認めた 33。そして次節で
検討する欧州委員会の域外適用をめぐる事件で、アメリカと EU の競争法の違いが顕在化することに
なる。

3.2　アメリカと EU の衝突
　競争法は市場における自由かつ公正な競争を保護することにより、経済活動の健全な発展を促進す
ることを目的としている。そのため市場、競争、支配的地位などの基礎的な概念については、各国・
地域の競争法の間に大きな差異はないと考えられる 34。しかし、EU の欧州委員会が示す競争法につ
いての理解は、アメリカとの違いを浮き彫りにしている。
　その代表例がボーイングによるマグダネル・ダグラスの吸収合併をめぐる事件である 35。1997 年 7
月 4 日、アメリカ連邦取引委員会は本件合併を無条件で承認した。しかし、欧州委員会のカレル・
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ヴァン・ミールト委員は「全く受け入れることはできない」と宣告し、本件結合を禁止すべきとの方
針であった 36。委員会決定の事前手続である「集中に関する諮問委員会」もこの方針に賛成してい
た 37。これに対し、アメリカ連邦取引委員会は強く反発した。アメリカ政府は国防総省及び司法省を
通じて、同国の重要な利益を欧州委員会に伝えた 38。同年 7 月 30 日、欧州委員会は本件結合の条件
付承認を正式に決定し、アメリカと欧州委員会間で政治的決着が図られた。しかし、この事件を経て、
両政府はより一層互いに疑念を抱くようになった 39。
　さらに、ゼネラル・エレクトリック社（以下 GE）によるハネウェルの買収を巡る事件で、アメリ
カはより強い反発を見せる 40。これは航空機エンジン、金融、電力システムほかの事業を営む GE と、
航空電子機器、電力システム市場などの市場において有力な事業者であるハネウェルが合併を試みた
事件である 41。2001 年 2 月 5 日に合併の計画が欧州の競争当局である欧州委員会に届けられた。しか
し、同年 7 月 3 日、欧州委員会は合併による寡占化を危惧し、本件合併を禁止する決定を行った。
　この欧州委員会の決定に対して、当時のアメリカ財務長官ポール・オニールは「off the wall（頭の
おかしい、気が狂っている）」と批判した 42。ブッシュ大統領も「私たちの政府は本合併を審査し、
承認した。カナダも本合併を審査し、承認した。そして、私は欧州がこの合併を禁止することを憂慮
している」と政治的圧力ともとれる発言をした 43。以降、アメリカの政治家が同様の批判を行った 44。
その多くは欧州委員会で競争政策を担当するマリオ・モンティ委員に向けられた。これに対して、モ
ンティは「私は市民を誤解させて、政治干渉を誘発する試みを遺憾に思う」と発言し不快感を示し
た 45。しかし、このように競争政策の相違が見られた事件であったが、同日に出された発表文を見る
とそれぞれの当局は協議の必要性では同意していることがわかる 46。
　次節ではこの問題の解決のために、WTO において検討された国際競争法制定の試みを分析してい
く。

4．WTO における国際競争法制定の試み

4.1　EU 主導による議論
　こうした対立を背景に、国際競争法のルール作りの動きが見られた。1995 年の WTO の設立に伴い、
国際貿易のルールとして制定しようとする動きが見られるようになった。WTO における競争政策
ルールの主唱国は EU である 47。EU は統合の深化と拡大を背景とし、競争政策の強化や導入を積極
的に推し進めてきた実績もあって、この議論の当初から、WTO での枠組みやルールづくりにきわめ
て積極的であった。
　こうした EU の動きを背景にして、1996 年 12 月にシンガポールで開催された WTO 第一回閣僚会
議において、競争政策の貿易に与える影響やダンピング問題などの観点から競争政策を交渉課題とし
て取り上げるべきであるとの主張がなされた。そして、第二回 WTO 閣僚会議において、「投資と競
争（Investment and Competition）」という投資とパッケージの形ではあるが、WTO が新たに検討
すべきテーマの一つとして競争政策が閣僚宣言に明記された 48。
　しかし、競争政策や競争法に関する問題を取り扱うことに積極的な EU や日本、オーストラリア、
カナダ、韓国、ブラジル、南アフリカなどと、インドなどをはじめとする開発途上国および米国など
の消極的な意見を有する国というように意見が分かれた 49。WTO にて議論が進むと思われたが、こ
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れ以降、停滞し始めたのである。
　その結果、ドーハ・ラウンド交渉に関する 2004 年 7 月枠組合意によって、「貿易と競争政策」が交
渉議題から除外された。これを受け、統一的な「国際競争法」を策定するという解決策が成立する見
込みが大きく低下した 50。旧共産主義諸国も市場改革を進め、自由主義経済が広まった国際社会にお
いて、国際競争法制定の試みは頓挫することになったのである。

4.2　消極的なアメリカ
　WTO での国際競争法制定が挫折することになった原因の一つとして、EU という法的拘束力を持
つ国際組織に慣れた欧州とそうでないアメリカとの対立を指摘する議論がある 51。確かに 1996 年の
欧州理事会にて承認された共同文書において、WTO の紛争解決メカニズムを国際的な競争ルールに
適用することが提言されていた 52。しかし、1999 年 7 月に欧州委員会が欧州理事会への提案を採択し
た項目の中には、WTO 紛争解決機関は司法判断または個々の事案を再審理すべきでないことを強調
していた。EU がこのような譲歩あるいは後退ともとれる変化を見せたのは、アメリカが懸念を示し
ていたからである。
　アメリカが消極的だった背景として、先述した 1993 年の国際競争法の協定案（ミュンヘン・コー
ド）がある 53。ミュンヘン・コードは WTO に紛争解決のための国際競争委員会の設置を予定してい
たが、そこでの決定は法的拘束力を持つとしていた。これについてアメリカは強く反対し、司法省は
一貫して消極的な姿勢をとり続けた 54。特に、WTO 紛争処理ルールが適用された場合、これにより
各国司法当局の判断が覆される可能性があるため極めて強い懸念を示していた 55。とりわけ、アメリ
カは古くから競争政策（反トラスト政策）や競争法（反トラスト法）を有することから、競争政策や
競争法を有さない開発途上国も視野に入れた多国間枠組みではかえって競争政策や競争法の強化はお
ぼつかなく、アンチ・ダンピング措置発動の制約につながりかねないことも懸念していた。実際に、
アメリカは「活力ある競争政策（vigorous competition policy）」が必要であると主張していた 56。
　このようにアメリカは競争政策の国際的な協調については賛成であったが、WTO 内での議論の仕
方に不満を持ち、消極的な姿勢であった。

4.3　途上国の反発
　アメリカの消極的な姿勢に加え、発展途上国も反発を示した。2001 年 11 月の WTO ドーハ閣僚会
議直前にメキシコおよびシンガポールで非公式閣僚会議（2001 年 9、10 月）が開催され、競争政策
に関して、マルチ協定（多国間）ではなく、関心国のみの参加による規律の作成という、いわゆる

「プルリ協定」の可能性が議論された 57。これは欧州委員会が 133 条委員会において新ラウンド交渉
の戦略を加盟国に諮った際に、限られた数か国による規律を提案したことに端を発するものである 58。
EU の意図はアメリカとの対立の状況を打開することであった 59。しかし、この提案により途上国か
らは「マルチ規律を作ろうという柔軟な姿勢を見せないことは問題」と非難の声が上がり、EU も説
明を変化させた 60。
　このような批判が途上国から上がる背景として、先進国に対する不信感があった。GATT の時代
からラウンド交渉をはじめとした各種交渉は、主要な数か国の交渉担当者の会合によって概要が決定
された後、全体会合によってそれを承認する「グリーン・ルーム方式」が採用されてきた 61。アメリ
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カのクリントン大統領は途上国を中心とした WTO 加盟国すべてに対して「開かれた」交渉を標榜し、
グリーン・ルーム会合の不採用を謳うと同時に、途上国の加盟国に対して貿易担当閣僚をシアトルへ
派遣するよう促した。しかし、実際にはクリントン大統領の思惑は外れ、事前のジュネーブにおける
事務レベル交渉が進展しなかったこともあり、アメリカのシアトルにおいて開催された第三回 WTO
閣僚会議の議長を務めたバシェフスキー米国 USTR 前代表は閣僚会合最終日の前日になって、グリー
ン・ルームを召集した。この結果、途上国の貿易担当閣僚たちの多くは、グリーン・ルーム会合に参
加できなかったのみならず、ひどい場合には会場外のロビーで待ちぼうけといった事態が生じた。こ
のグリーン・ルーム会合が途上国の反発を引き起こし、閣僚会議「凍結」の大きな要因の一つとなっ
た。アフリカ諸国を中心とする後発開発途上国のグループは、グリーン・ルーム会合への参加が認め
られなかったことを問題視し、会議の不透明性を糾弾した 62。
　WTO における競争政策についても途上国は抵抗した。その理由として、競争法への理解が不十分
だった点が挙げられる 63。競争政策はさまざまな反競争的行為を問題としており、国や地域によって
は、むしろ国内産業育成のため必要な措置と捉えているケースもあるからである。例えば、独占は国
内産業育成のために禁止したくないと考えられており、産業政策として評価する立場がある。そこで
途上国では、この競争政策の議論は利益とならないと見なされる傾向がある。
　これに対し EU はメリットがあると考えていた。多くの途上国は、産業政策と競争政策を相いれな
いものとして捉えているが、現実には競争政策を採用した方が産業は育成されることもあるのである。
例えば日本は独占禁止法をはじめとした競争政策を制度としておきながら、必要な場面において産業
保護的政策をとってきた。しかし、現実には競争に面したセクターが伸び、保護育成していたセク
ターの多くは必ずしも期待された成果をあげなかったのである。このように、競争政策を原則とした
ほうが効果的であるという議論もあるのである 64。EU 専門家グループ報告書でも、発展途上国は価
格差別、知的所有権の濫用行為および他国の競争法の域外適用にさらされやすいリスクを持っている
ことを挙げており、むしろ途上国にはメリットがあると考えていた 65。しかし、途上国の EU 先進国
によるグリーン・ルーム会合に対する不信感のために、反発は避けられなかった 66。
　このような途上国の抵抗は WTO の特徴の一つになっている。それは、1999 年のシアトル閣僚会
議の「凍結」から始まる。1999 年 12 月 3 日、バシェフスキー議長は、途上国の強い反対から、交渉
の「凍結」を宣言した。実質的には「決裂」であった。WTO 閣僚会議は、全加盟国の貿易担当閣僚
によって構成される WTO の最高意思決定機関であり、通常、二年に一回開催される。とりわけ第三
回シアトル閣僚会議では、翌年の 2000 年から、「新ラウンド」を立ち上げることが最大の焦点であっ
た。新ラウンド立ち上げ交渉「凍結」の原因の一つとして、途上国の影響力の増加が挙げられてい
る 67。そして、反グローバリズムを標榜する NGO の存在がこれを後押しし、途上国の影響力をより
増加していったのである。

4.4　NGO の影響
　WTO は GATT 以上に国家主権を制約するため、グローバル化の象徴として（反グローバリズム
を掲げる）NGO の激しい反対運動を招くことになった。NGO は WTO が民主的に選ばれた政治機構
ではないにもかかわらず、自由貿易の枠を超えて、加盟国の国内政策に非民主的に介入していると批
判している 68。
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　シアトル会議の失敗の背景にも NGO の活動拡大が指摘されるが、WTO カンクン閣僚会議におい
ては NGO と途上国との連携がさらに強まり具体的交渉内容の決定にも関与したようである。例えば、
競争政策とともにシンガポール・イシューの中で議論されていた投資ルールに関して途上国の開発政
策の自由度を奪うものであると NGO が主張し、途上国の反対姿勢を支援していた 69。カンクンの会
議場では NGO 代表が途上国の代表団メンバーに名を連ねる光景すら見られた。また、インド、バン
グラデシュなどは NGO と連携し、途上国向けシンポジウムを開催するなどしていた 70。
　以上の経緯から、WTO での国際競争法制定の試みは挫折することとなった。しかし、WTO に代
わるように発足した ICN により、これらの課題が克服され、競争法の分野における国際協調が進む
ことになったのである。次節ではこの点について検討する。

5．ICN における協調

5.1　ICN について
　WTO での国際競争法制定の試みは挫折したが、近年 ICN という場で国際的な協力が大いに進ん
できている 71。そもそも ICN は 1997 年にアメリカ司法省が組織した国際競争政策助言委員会

（ICPAC）が、2000 年の最終報告書において、多国籍企業結合の規制に関する収斂および届出・審査
の合理化並びに国際カルテルに対する法執行に関する国際協力を推進することを主な目的として、
Global Competition Initiative（GCI）構想を掲げたことから始まる 72。同報告書に基づいてアメリカ
司法省を中心として立ち上げられた国際的枠組みが ICN である。ICN は競争法の執行、手続や運用
を通じ、国家間の相違が収斂していくことを目的として、2001 年 10 月にアメリカ、EU および日本
を含む 14 か国・地域の 16 当局で発足した。その後、加盟当局数が 100 を超える国・地域になるまで
増加し、競争法の分野で最大の国際組織となっている 73。
　ICN には常設の本部建物や固有の事務局職員などは存在せず、参加メンバーの自発的な貢献と協
力で運営されている。主に、カルテル、企業結合、単独行為などのテーマごとの作業部会が設けられ、
電話会議や電子メールによって議論や活動を進める。年に 1 回、いずれかの当局の主催で年次総会を
開催し、競争当局関係者だけでなく、弁護士、学者、国際機関などの非政府アドバイザー（NGA）
と呼ばれる人たちも実際に集まって、1 年間の活動成果や今後の活動計画の報告、検討、議論が行わ
れる。ICN では、これまでに企業結合、カルテル、単独行為などに関して、推奨される方法

（recommended practice）や推奨慣行（good practice）など各国の競争当局が法執行を行う上で指針
となる様々な重要な成果を生み出している 74。

5.2　WTO との違い
　ICN と WTO での国際競争法制定の試みは大きく二つの点で異なっている。一点目は、ICN は共
通ルールを採択して加盟当局に履行を強制する組織ではない。あくまでも、加盟当局間の議論により
得られた共通理解に基づき、実務に関する一定の推奨を行うのみである。つまり、制度や執行の在り
方は加盟当局に委ねられている。また個別の事件に関して議論するが、その解決の在り方を決定する
組織でもない。ICN は加盟当局間の議論をサポートするが、個別の事案に介入することはない。
　二点目はすべての国に参加が開かれていることである。ICN の活動の核となるのは作業部会である。
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加盟当局は希望すればいずれの作業部会における活動にも参画できる。先に述べたように、WTO で
は影響力のある国家の交渉代表者を非公開グループとして限定し、事前に合意形成のコアを作り上げ
るグリーン・ルーム方式が途上国から大きな批判を浴びた 75。これに対し ICN の作業部会における
プロジェクトは常設の事務局や会議場を決めておらず、加盟当局職員及び NGA 間のメールのやり取
りや電話会議によって進められる。こういった WTO との制度の違いが ICN での多くの成果を生ん
でいるといえる。

5.3　ICN の具体的な成果
　ICN が挙げてきた成果として「届出基準と審査手続の収斂」と「実体的審査基準の収斂」の二つ
がある。前者は企業結合の際に届出が必要となる企業の売上高などの届出基準、および競争当局が対
象企業を審査する際の審査手続であり、これらが国際的に収斂してきたことである。この点において
大きな役割を果たしてきたのが、ICN の設立当初に設置された企業結合作業部会（MWG）である。
この部会ではベストプラクティスといわれる最も効率の良いとされる基準を採択している 76。それは
①企業結合届出及び審査手続に関する指導原理（2002）77、②企業結合届出及び審査手続に関する勧
告プラクティス（2002 － 2006）78、③企業結合審査分析に関する勧告プラクティス（2008）79、④企
業結合審査調査手法ハンドブック（2005）、⑤企業結合ガイドラインワークブック（2006）、⑥企業結
合問題解消措置報告（2005）などである。
　これらはいずれも非拘束的な文書と性格づけられているが、届出基準、審査手続の収斂に貢献して
いる。例えば、企業結合作業部会による履行に関する 2005 年報告は、「目覚ましいほどの数の ICN
加盟国・地域が企業結合届出及び審査手続に関する勧告プラクティスを履行しつつある」と評価して
いる 80。さらに、2011 年の包括的評価報告も、回答した 54 の ICN 加盟国・地域のうち 75 パーセン
ト以上が②を、85 パーセントが③を、50 パーセント以上が④から⑥をそれぞれ使用していると述べ
ている。
　また 32 当局（回答の 59 パーセント）が②を制度改正に貢献し、または届出要件をこれに適合すべ
く改正したこと、25 当局（回答の 46 パーセント）が③が制度改正に貢献したとの調査結果を明らか
にしている 81。
　このように、ICN の勧告プラクティスは、届出基準、審査期間などの収斂に大きな成果を上げて
いる。これらは ICN 加盟当局間のみならず、非 ICN 加盟当局にもその影響が及んでいる 82。これは
WTO では実現できなかった成果である。
　ICN のもう一つの成果は加盟当局の企業結合に対する実体的審査基準も収斂しつつあることであ
る。例えば日本の公正取引委員会が他当局と国際協力した並行審査案件において、審査の要否や介入
時に条件として付された問題解消措置について、ほぼ一致するケースが数多く見られている 83。これ
は日本の例ではあるが、日本が他国とどのような取り決めを成立させたのかを見てみると、国際的に
ICN の審査基準に沿った形で取り決めが成立していることが分かる（表 1 参照）。
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　また ICN での各国当局間の経験の交換などにより、問題解消措置についても一致が見られる。例
えばパナソニックによる三洋電機買収の審査においては、表２の通り、問題解消措置の一致が見られ
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いては無条件で承認し、後者については市場シェア 10 パーセント分のハードディスクドライブ生産
設備の売却を条件に承認した 86。アメリカ連邦取引委員会（以下、FTC）と日本の公正取引委員会も
欧州委と密接な情報交換を行い、後者について欧州委員会に提出された条件で問題が解消されると判
断し、前者については無条件で承認した。

　これらの事例が示すように、ICN での協調は実体的審査基準の収斂をもたらしているといえる。
ICN での経験の交換が二国間協力および調整を有効に行う上で重要な基盤となり、このような収斂
に貢献している 87。

6．おわりに

　本稿では競争法のグローバル化の事例を取り上げ、国境を越える経済活動の規制について考察した。
グローバル化が進んでも国家の主権はなくならない。グローバル化は相互に主権を尊重した上で、漸
進的に合意を形成していく。その過程は一度に世界規模で統一ルールを制定する試みに比べれば非効
率に見えるが、グローバル化には主権国家間の調整に時間を要するため、避けられないプロセスであ
る。
　そもそも競争法をめぐる衝突はアメリカの域外適用に始まった。国際的な反競争行為が生じた際、
アメリカが自国の競争法に基づいてこれを処理したため、対象となった国家から主権の侵害であると
いう非難が噴出した。そして、アメリカに次ぐ歴史のある競争法を持つ EU が域外適用を開始したこ
とで、今度は逆にアメリカが反発を示した。
　このような衝突を解決するために、WTO において国際競争法の制定が試みられたが、WTO が法
的拘束力をもち、自国の司法判断が覆されることを懸念したアメリカが消極的な姿勢を示しただけで
はなく、先進国で決められた競争法を押し付けられることを嫌った途上国もこれに強く反対した。限
定された国のみが参加する WTO のグリーン・ルームという協議の形式に対しても途上国の不信感は
高まっていた。さらに反グローバリズムを唱える NGO は WTO が途上国にルールの受容を迫ること
に対する反対運動を組織し、WTO での試みは挫折した。
　しかしその一方、法的拘束力がなく、またすべての国に開かれた協議形式を持つ ICN により、競
争法の国際的な収斂が進んでいる。ICN には対立していたアメリカと EU のみならず、途上国も参加
し、競争法の分野における国際的な協調が実現している。アメリカと EU の競争法は相違点を残しつ
つも、ICN での経験を通じて共通する部分が増えてきた。
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177国際協調における国家主権の重要性　─競争法の国際協調の事例から─

　EU は各国の競争政策と EU 全体の競争政策をあわせ持っているように、個別の国家と EU 全体の
政策を調整する経験を有していた。こうした「先行者」としての立場を有利に生かしたいと考え、
WTO でも EU が主導して国際競争法を制定したいという意図があったと指摘されている。実際、
EU 諸国は自らの考え方を WTO の公式文書として 140 か国以上の国に配布し、「啓蒙活動」を行っ
ていた 88。それは協議の場が ICN になっても変わっておらず、経済成長目覚ましい中国は EU 競争法
を最も重要なモデルとしている。
　この点を踏まえるならば、WTO において自身の競争法を世界に広げるという EU の思惑は実現し
つつあるといえるのかもしれない。しかし、ICN という場がインフォーマルなフォーラムとして機
能していることにより、アメリカが反発を示したり、協議を拒否するような事態は今のところ見られ
ていない。
　これが示すように、国際協調のための相互理解形成の場として、どの国にも開かれ、かつ非拘束的
な議論の場である ICN の活用が有効であると思われる。ICN の評価は一般的に高いが問題点がない
わけではない。世界第 2 位の経済大国として国際社会への影響力が高まっている中国の当局はいまだ
に ICN に加盟していない。アメリカや EU などが無条件の承認と審査した事例において、中国当局
が条件付き承認とする審査を行い、国際社会で大きな反響を呼んだ事例も見られる 89。ICN において
国際的な協調が続くために、中国を含めた新興国のさらなる加盟が望まれている 90。グローバル化が
進む中での国際協調について理解を深めていく上でも、本稿で示した分析視角は一つの視座を提示し
ていると思われる。

　　　　　　　　　　　　　　　
1 　グローバル化（globalization）は社会的諸関係の時空間的諸側面の再秩序化（世界の一層の緊密化）

のプロセスと定義される。アンソニー・ギデンズ（松尾精文、小幡正敏訳）『近代とはいかなる時
代か？─モダニティの帰結』而立書房、1993 年、ジョセフ・S. ナイ・ジュニア、デイヴィッド・
A. ウェルチ（田中明彦、村田晃嗣訳）『国際紛争─理論と歴史〔原書第 10 版〕』有斐閣、2017 年、
339-347 頁。Mittelman, J. H. Globalization: Critical Reflections, Boulder: Lynne Rienner, 1997. 岩崎
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ティンガー（櫻井公人・櫻井純理・高嶋正晴訳）『グローバリゼーション〔新版〕』岩波書店、2010
年、大芝亮『国際政治学入門』ミネルヴァ書房、2008 年などを参照。

2　奥田孝晴編『〔三訂版〕グローバリゼーション・スタディーズ─国際学の視座─』創成社、2012 年。
３　フランシス・フクヤマ（渡部昇一訳）『歴史の終わり』三笠書房、1992 年。
４　Kenichi Ohmae, The End of the Nation State: The Rise of Regional Economies, Free Press, 1995, F.

H.Hinsley, Sovereignty second edition, Cambridge University Press, 2009, F.A. ハイエク（西山千
明監修）『ハイエク全集』春秋社、1989 年、F.A. ハイエク（西山千明訳）『隷属への道』春秋社、
1992 年、ロバート・ノージック（嶋津格訳）『アナーキー・国家・ユートピア：国家の正当性とそ
の限界（上・下）』木鐸社、1995 年、スーザン・ストレンジ（櫻井公人訳）『国家の退場：グロー
バル経済の新しい主役たち』岩波書店、1998 年、マイケル・ハワード（奥村房夫ほか訳）『戦争と
知識人：ルネッサンスから現代へ』原書房、1982 年。 

５　Paul Hirst, Grahame Thompson and Simon Bromley, Globalization in Question, Polity, 2009, Adrian 



178 山本　敬晃
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Sovereignty in International Cooperation: Harmonization of Competition Law

YAMAMOTO, Takaaki

　There have been growing interests in globalization in international politics. However, the debate 
over this topic is divided: some see globalization as inevitable phenomena with the increase in 
international trade, while others cast doubt on it because the fundamental role of the sovereign 
state remains unchanged. Investigating the case of the harmonization of competition law, this 
paper aims to clarify under what conditions globalization progresses. Beyond the either-or 
arguments of the existing studies, it claims that globalization gradually accelerates when forum-
based discussions are provided for states, which are open and non-binding and respect state 
sovereignty.
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